
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平塚市の子ども・子育て支援に関する調査 

に基づく「量の見込み」「確保方策」 

ワークシート 

 

 

資料５－３ 
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

０歳児      

１，２歳児      

３～５歳児      

（１）保育所 
【事業概要】「保育所保育指針」に基づき、日々保護者の委託を受け

て、「保育に欠ける」乳児又は幼児を保育する。（生後

57 日から小学校就学前までの「保育に欠ける」児童） 

 

 
 

・利用している定期的な教育・保育の事業で「認可保育所

（国が定める最低基準に適合した施設で都道府県等の

認可を受けたもの）」の割合が 42.4％となっている。 

・定期的に利用したい教育・保育の事業で「認可保育所 

（国が定める最低基準に適合した施設で都道府県等の

認可を受けた定員 20 人以上のもの）」の割合が 39.9％

となっている。 

 

・幼稚園の見込み等を勘案しながら、認定こど

も園化の検討をしていきます。 

 

補正方法 

○０歳児の母親が育休・産

休中の人を除く 

〇０～２歳で未利用の理

由が必要がない人を除

く 

〇未利用の理由が子ども

がまだ小さいための人

を除く 
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定員数 待機児童数 ３歳未満 ３～５歳

実績値 見込み値
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①事業量の実績と見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

１号認定      

２号認定      

（２）幼稚園 

・利用している定期的な教育・保育の事業で「幼稚園（通

常の就園時間の利用）」の割合が 49.9％となっている。 

・定期的に利用したい教育・保育の事業で「幼稚園（通常

の就園時間の利用）」の割合が 62.0％となっている。 

・現在、幼稚園型の私立の認定こども園が１園

あり、今後、公立において幼保連携型の認定

こども園が平成 29 年４月に開所予定です。 

・幼稚園においては、定員に対し、入園率が

70％程度となっているため、保育所の見込み

等を勘案しながら、認定こども園化の検討を

していきます。 

【事業概要】「幼稚園教育要領」に基づき、幼児期の学

校教育を行う。（満３歳から小学校就学の

始期に達するまでの幼児） 
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実績値 見込み値
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

      

      

      

（３）時間外保育事業 
【事業概要】保護者の就労形態の多様化などにより、

18 時以降も保育を必要とする児童に対

し、時間外保育を実施する。 

・平日に利用している定期的な教育・保育の事業の現在 

の利用終了時間は、「18 時台」～「20 時台」の割合が

16.4％となっている。一方で、希望の利用終了時間は、

「18 時台」～「20 時台」の割合が 14.3％となっている。 
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

１～３年生      

４～６年生      

（４）放課後児童健全育成 

事業 

【事業概要】保護者が就業等により昼間家庭にいない児

童を対象に、授業が終わった後の遊びや生活

の場を提供し、児童の健全育成を図る。 

・放課後児童クラブ〔学童保育〕の利用ニーズは、１～３

年生では 37.5％、４～６年生では 24.5％となっている。 

【参考】全児童数と放課後児童クラブ実質利用児童数

の割合：７．71％（Ｈ25） 

・利用希望日数は、１～３年生、４～６年生では５日を希

望する人の割合が最も高くなっている。 

【参考】放課後児童クラブ登録児童数と実質利用児童

数の割合：71％（Ｈ25） 

 

〇本市は、６年生までを対象としており、今後

も高学年の利用意向も考えられることから、

利用者全体の見込み量にそった確保を目指

していきます。 

○放課後児童健全育成事業の事業量の見込み

については、児童数の減少と利用ニーズの増

加のバランスに大きく影響を受けることか

ら、実質利用児童数の増減に注視していきま

す。 

 

 

検討案 

平成 21～26 年度の全児童

数と放課後児童クラブ実

質利用児童数の割合の伸

び率で推計 
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① 事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人日/年 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

      

（５）子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 

【事業概要】保護者が疾病、出産、看護、冠婚葬祭、心

身のリフレッシュ等の理由で、家庭で一時

的に養育が困難な場合、短期的に預かる。 

・この１年間に、保護者の用事（冠婚葬祭、保護者・家族

の病気、不定期の就労など）で不定期に利用している事

業で、「短期入所生活援助事業（ショートステイ）を利

用した（児童養護施設等で一定期間、子どもを保護する

事業）」の割合が 2.0％となっている。 

・平成 25年度までは、利用実績がありません

でした。 

・ニーズ調査による見込み値については、仕方

がなく子どもだけで留守番をさせた人が１

名で、利用日数が４日/年となっているため、

平成 27年度から平成 31年度の見込み値は上

記の値となっています。 

・今後は、ニーズや地域の実情を踏まえて、事

業の実施について検討をしていきます。 

 

 
補正方法 

○日常的に預けられる親

族がいる人を除く 

 

 

424 416 411 406 405

0

100

200

300

400

500

600

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

(人日/年）
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① 事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人日/月 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

箇所      

利用者      

（６）地域子育て支援 

拠点事業 

【事業概要】主に０～２歳を対象に、ふれあいの場を提供

するとともに、子育て情報の発信や、子育て

に関する悩みについての相談と助言を行う。 

・地域子育て支援拠点事業について、今は利用していな 

いが、できれば今後利用したい、あるいは、利用日数を

増やしたいと思うかについて、「利用していないが、今

後利用したい」の割合が 20.4％となっている。 

 

・平成 29 年 4 月から、実施場所を１つ増やし

ていく予定です。 

・ニーズの高さから、事業の拡充を図り、既存

施設が質・量共に十分な受け皿となるような

方策を検討します。 

 

 
補正方法 

○現在定期的な教育・保育

利用者を除く 
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人日/年 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

１号幼稚園      

２号幼稚園      

上記以外      

（７）一時預かり事業 
【事業概要】（幼稚園）教育時間の前後や長期休業中などに、希望す

る者を対象に実施する。（保育所等）家庭での保育が一

時的に困難となった乳幼児を対象とした一時預かり。 

 

・この１年間に、日中の定期的な保育や病気のため以外 

に、私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に

利用している事業で、「一時預かり」の割合が 9.8％と

なっている。 

 

・ニーズや地域の実情を踏まえて、利用方法の

周知等についても工夫を重ねながら、実施し

ていきます。 

 

 
補正方法 

○〈幼稚園在園児〉 

日常的に預けられる親

族がいる人を除く 

○〈２号認定〉 

日常的に預けられる親

族がいる人を除く 

就労日数を利用希望日

数に変更 

○〈上記以外〉 

日常的に預けられる親

族がいる人を除く 

保育所の定期的利用者

を除く 

9,240 9,059

14,306 13,815

24,154 23,111 22,784 22,526 22,711

22,664 21,685 21,378 21,136 21,310

51,525 51,187 50,545 49,953 49,618

11,189
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(人日/年）

利用者数（保育型） 幼稚園における在園児を対象とした
一時預かり（預かり保育）

２号認定による定期的な利用 上記以外

実績値 見込み値
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人日/年 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

      

（８）病児病後児保育事業 
【事業概要】児童が病気の回復期に、児童を常勤

の看護師等及び保育士がいる病後児

保育室で預かる。 

・この１年間に、お子さんが病気やケガで通常の事業が利

用できなかったことはあるかとの問いについて、「あっ

た」が 72.6％となっている。その対処方法として、「母

親が休んだ」と 57.9％が回答していることから、多く

の保護者は緊急的に家庭での保育を実施していること

がわかる。 

・「父親が休んだ」「母親が休んだ」を選んだ方で「できれ

ば病児・病後児保育施設等を利用したい」との回答は

39.3％となっていることから、ニーズがあることがわか

る。 

 

・病後児保育を平成 25 年 8 月から開始し、年

間の定員は 780 人となっています。 

 

 
補正方法 

○日常的、緊急的に預けら

れる親族がいる人を除

く 
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値
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人日/週 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

      

（９）子育て援助活動支援事業（ファミリ

ー・サポート・センター）（就学児） 

【事業概要】地域で助け合いながら子育てをする

会員組織（有償ボランティア）ファ

ミリー・サポート・センター 

・この１年間に、日中の定期的な保育や病気のため以外 

に、私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に

利用している事業で、「ファミリー・サポート・センタ

ー（地域住民が子どもを預かる事業）」の割合が 1.2％

となっている。 

 

 

・ニーズ調査による見込み値については、低学

年の該当者１名で、利用日数が 7 日/週とな

っているため、平成 27 年度から平成 31 年

度の見込み値は上記の値となっています。 

・「地域」での子育て支援を推進するうえで重

要な位置を占める事業であり、支援会員を増

やしていくなど、今後の展開方法等の検討を

していきます。 
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実績値 見込み値

補正方法 

○日常的、緊急的に預けら

れる親族がいる人を除

く 
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

箇所・人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

箇所数      

利用者      

（10）利用者支援事業 
【事業概要】認定こども園・保育所・幼稚園、地域子育て支

援事業の中から適切なものを選択し円滑に利用

できるよう、身近な場所で支援を実施する。 

・利用者支援事業で知っているものや、これまでに利用し

たことがあるもの、今後、利用したいと思うものとの問

いで「保健センターの情報・相談事業」と回答している

人が、知っているで 78.7％、これまでに利用したこと

があるで 38.5％、今後利用したいで 48.3％いる。 

・保育を希望する保護者の相談に応じ、認可保

育所のほか、認証保育所や一時預かり事業、

幼稚園預かり保育などの保育資源・保育サー

ビスについて、情報提供を行います。 

・単なる情報提供の場ではなく、子育てニーズ

を把握し、関係機関との連携調整、運営、地

域課題の発見など事業を明確化していきま

す。 

 

※実績値はなし 
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

      

（11）妊婦に対する健康診査 
【事業概要】妊婦及び胎児の健康増進、妊婦の

生活習慣改善を目的として実施

する。 

※見込み量の算定方法 

過去の母子手帳配布数を

もとに推計 

・妊婦健康診査の第１回目の受診率は、平成 23 年度

92.5％、平成 24 年度 94.8％、平成 25 年度 96.0％とな

っており、少しずつではあるが上昇している。 

・「健やか親子２１（第２次）検討会報告書」の基盤課題

A の参考とする指標である妊娠１１週以下での妊娠の

届出率は、国のベースラインは 90.8％（平成 24 年度）

であるが、平塚市の割合は、平成 23 年度 81.6％、平成

24 年度 83.8％、平成 25 年度 83.9％となっている。 

 

・妊婦の疾病等の早期発見、早期治療を目的と

し、母子共に安全安心な出産を目指します。 

・さらに妊娠の届出が妊娠２２週以降、若年（１

０代）等のハイリスク妊娠で妊娠中からの支

援が必要な方を早期に把握し、医療機関と連

携を図りながら出産を迎えることができる

よう努めます。 
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①事業量の実績と見込み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アンケート等からとらえた現状と問題点   ③確保にあたっての方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④確保方策 

人 平成 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

全戸訪問      

養育支援      

 

（12）乳児家庭全戸訪問事業 

養育支援訪問事業等 

【事業概要】生後 4 か月までの乳児がいるすべての家

庭を訪問し、支援が必要な家庭に対して

適切なサービスの提供に結びつける。 

※見込み量の算定方法 

（未算出） 

【乳児家庭全戸訪問】人口と

過去の訪問実績値の平均

割合と推計人口をもとに

算出。 

 

【養育支援】対象者の選定

は、ニーズ調査から見込み

値の算出はされない。特定

妊婦に対する支援の必要

性が増えると考えられる

為、過去 5 年間の傾向をみ

て見込み値とした。 

・乳児家庭全戸訪問事業：平成 23 年度から 25 年度の家

庭訪問実施率は 90％を超えている。不在や訪問拒否の

ための状況未把握ケースについては、４か月児健康診査

の受診状況を確認し、必要な方にはフォローを実施して

いる。  

・養育支援訪問事業：健康課・こども家庭課のかかわりの

中で養育支援が特に必要と判断した家庭に対し、保健師

や助産師、管理栄養士等の専門的支援や家事援助を行っ

ている。 

 

・子育てに不慣れな母親の不安を和らげ、必要

な支援や助言を行うと共に、乳児と保護者の

状況を把握し、特に支援が必要と認められる

状態の早期発見に努めます。 

・さらに、妊娠期より支援を必要とする人を把

握するための事業に取り組みます。 
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